
Jノπ、

(歳入)

括

2財

3繰

款

産

4諸

6繰

収

入

山形県士地取得事業特別会計歳入歳出補正予算(第2号)事項別明細書

歳

収

入

補

越

金

入

(歳出)

正

入

^

月1」

金

の

2 酒田北港地区用地取得事業費

額

款

4 大森西地区用地取得事業費

55,540

5公

45,911

歳

補正

補

^

債

139

出

月1」

336,151

の額

正

437,741

補

費

99,748

額

正

号十

336,202

額

1,053

1,791

△ 1,320

△ 267

437,741

・十

(単位:千円)

99,481

補

国庫支出金

△ 2釘

△ 267

特

336,202

正

1,791

額

定

437,474

56,593

県

の

44,591

財

財

債

139

336,151

そ

源

源

437,474

の

(単位:千円)

内

他

△ 267

般財源

△ 267

訳

号
口

計
、

合

合



2 歳

第 2款

入

財

1不動産売払収入

目

産 収

補正

第 3款

計

入

ーユ^

月1」

繰

第 1項

の

2酒田北港地区用地取得
事業一般会計繰入金

額

目

51,821

補

財

入

産

正

51,821

補正

3

計

額

歳

第 2款

払

^

1,053

月1」

金

出

酒田北港地区用地取得事業費

の

収

第 1項

額

1,053

45,860

入

補

目

1用地取得費

52,874

正

45,911

般

補正前の額

士地建物売払収入

52,釘4

額

△ 1,320

区

昔十

升

繰

△ 1,320

第 1項

計

節

補

入

53,888

金

正

用

44,540

53,認8

額

地

金

酒田北港地区用地取得事業一般会
計繰入金

1,053

44,591

書十

区

取

額

イ守

1,053

1,053

節

54,941

ノ＼

事

国庫支出金

補

特

業

54,941

正

説

定

費

額

金

(単位:千円)

の

県

財

財

明

額

債

△ 1,320

源

源

内

そ の

説

他

1,053

(単位:千円)

般財源

1,053

明

区

13 委

節

刀

料

金

(単位:千円)

額

1,053

説 明

分

暑
口

売

託

会

訳



第 2款 酒田北港地区用地取得事業費

目

1開発総務費

補正前の額

第 3項

補

22,700

2開発事務所費

正

開

額

発

△ 670

゛=

23,160

理

22,030

国庫支出金

補

特

費

・十

正

△ 650

定

額 の

県

財

財

45,860

22,510

債

源

源

内

そ の

△ 1.320

他

△ 670

般財源

44,540

区

2 糸口

節

△ 650

分

3 職員手当等

料

金

(単位:千円)

額

△ 450

2 ホ△

△ 1,320

△ 220

一般職給

3 職員手当等

明

扶養手当
地域手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当
単身赴任手当
児童手当

料 △ 110

30

△ 100

△ 140

20

90

△ 100

△ 20

△ 540

一般職給

扶養手当
地域手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当
単身赴任手当
児童手当

30

△ 100

△ 10

110

40

△ 100

△ 510

説

訳

計



般

区

補

フJ

正

職

補

後

正

数
(人)

比

^

目1」

報

給

区

較

6

職員手当の内訳

酬

(千円)

扶養手当

6

刀

住居手当

給

補

給

正

地域手当

料
(千円)

与

後

1,120

与

初任給調整手
当

補

25,150

正

職員手当
(千円)

特殊勤務手当

費

200

ーユ^

25,710

月1」

1,060

特地勤務手当

比

明

△ 560

費

200

17,920

へき地手当

細

較

200

定時制通信教
育手当

18,150

20

区

60

(千円)

産業教育手当

△ 230

43,070

△ 200

時間外勤務手
当

20

済費
(千円)

補

43,860

正

夜間勤務手当

△ 790

後

期末手当

補

5,500

正

計

(千円)

勤勉手当

^

月1」

寒冷地手当

比

43,070

5,500

備

6,060

宿日直手当

43,860

較

4,020

通勤手当

区

△ 790

6,210

管理職手当

270

ノ＼

3,890

農林漁業普及
指導手当

考

補

゛

△ 150

正

災害派遣手当

270

730

後

退職手当

補

130

正

義務教育等教
員特別手当

600

^

(単位:千円)

月1」

単身赴任手当

比

管理職員特別
勤務手当

130

較

200 △ 200

書

合共十

分

職
括

員

総

1

)1



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

分

職員手当

1苗

料

減

(千

額

円)

△ 560

△ 230

1職員の変動等に係る増減分

増減事由別内訳(千円)

1制度改正に伴う増減分

2職員の変動等に係る増減分

△ 560

説

280

職員の変動等による減

△

扶養手当の増
勤勉手当の増

510 職員の変動等による減

明

50

230

備 考

'



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員1人当たり給与

区

イ丁 政

ノ

職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

級別職員数

区

平 均 年齢(歳)

平成29年H月1日

イ丁

級

政

平成29年Ⅱ月1日

1級

職

2級

職員数(人)

346,233

3級

454,263

平成29年1月1日

4級

(級別の標準的な職務内容)

区

5級

41.フ

ノ＼

構成比(%)

行政職

1

352,767

級

5

397,013

級

、

イ

平成29年1月1日

1

2

16.フ

41.フ

6

初任給

区分

級

主任主事
.

主任技師

2級

83.3

職員数(人)

級

局校卒

3級

179,200大学竿

100.0

4級

3

5級

級

保

本

構成比(%)

・十

行政職(円)

長

4

県

級

149,300

5

182,100

5

16.フ

6

課長補佐

級

83.3

国

100.0

147,100

刀

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

分

計

主
技
事
師



二1二 昇給

職

区

昇

イ丁

給 係

政

る 職

号

職

数(A)

給

数(B)

数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

3 号給(人)

比

補正

4 号給(人)

6

オ期末手当・勤勉手当

区

5 号給(人)

6

^

月1」

分

6 号給(人)

補正後

6

7 号給(人)

6

率(B)/(A)

補正前

8 号給(人)

支給期別支給率

6月網分)

5

(1
2

国の制度

0 5 )
0 2 5

備考

(1
2

(%)

05 )
02 5

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

5

a
2

0 5 )
0 7 5

12月明分)

100.0

(1
2

2 0 )
2 7 5

(1
2

1 5 )
1 7 5

100.0

(1
2

支給率計網分)

2 5 )
3 2 5

(2
4

2 5 )
30

(2
4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

20 )
20

(2
4

3 0 )
40

有

有

備

有

考

分

員

員

こ

訳



区

力

扶養手当

その他の手当

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

異なる

同じ

異なる

扶養親族たる子

差

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

異

8,400円(国 8,000円)

の 内

限度額

限度額

容

53,000円(国31,600円)

25,500円(国31,600円)

分



ハじ、 括

(歳入)

1分担金及び負担金

2 使用料及び手数料

款

3国

4財

山形県流域下水道事業特別会計歳入歳出補正予算(第2号)事項別明細書

庫

5繰

支

産

6繰

補

出

7諸

収

正

金

入

^

8県

月U

越

入

.

の

歳

金

収

額

金

入

2,410,161

入

仟

補

51

853,200

き十

正

8,159

746,909

額

404,245

698

429,200

4,852,623

(単位:千円)

△ 4,560

2,410,161

△ 4,560

51

853,200

8,159

742,349

404,245

698

429,200

4,848,063

'.

計

合



(歳出)

1処

款

2建

3公

理

歳

補正
^

費

債

出

目U の

費

額 補

2,349,335

費

正

1,562,499

計

額

940,789

4,852,623

△ 320

升

△ 4,240

2,349,015

△ 4,560

補

国庫支出金

1,558,259

特

正

940,789

額

4,848,063

定

県

の

財

財

債 そ

源

源

の

(単位:千円)

内

他

△ 320

般財源

△ 4,240

△ 4,560

訳

設

合



2 歳

第 5款

入

繰

1一般会計繰入金

目

入

補正

き十

3

ーユ^

月1」

金

歳

第 1款

の

第 1項

額

746,909

補

出

^

746,909

正

目

般

1流域下水道管
理費

理

額

△ 4,560

補正前の額

・十 繰

△ 4,560

曇十

入

費

2,349,335

金

補

第 1項

742,349

正

゛=

742,349

額

区

般

△ 320

曇十

理

節

畳十

2,349,015

2,349,335

繰

国庫支出金

入

補

特

費

金

金

正

定

額

△ 320

の

県

額

△ 4,560

財

財

債

2,349,015

源

源

内

そ

説

の

(単位:千円)

他

△ 320

般財源

明

区

2 ま△

節

分

3 職員手当等

△ 320

料

金

(単位:千円)

額

4共

△ 410

説

済

△ 170

一般職給

費

明

扶養手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
児童手当

260

350

△ 320

△ 30

130

△ 300

分

会

会

訳

計



建

目

1流域下水道建
設費

・受

補正前の額

費

1,562,499

補

第 1項

、、Jゴ

正

建

額

△ 4,240

・十

計

設

1,558,259

1,562,499

国庫支出金

補

特

費

正

定

額

△ 4,240

の

県

財

財

債

源

1,558,259

源

内

そ の 他

△ 4,240

般財源
区

2給

節

ノ＼

3 職員手当等

△ 4,240

料

金

(単位:千円)

額

△ 2,160

4共

説

△ 1,610

一般職給

済 費

、、ー

明

扶養手当
期末手当
勤勉手当
寒冷地手当
通勤手当
児童手当

△ 470

100

△ 460

△ 160

△ 90

△ 320

△ 680

訳

圭
ず2第



(1)総

900

.1L
職

括

区

補

フJ

正

職

補

後

正

数
(人)

比

^

月1」

報

給

区

13

較

職員手当の内訳

酬
(千円)

扶養手当

13

フJ

住居手当

給

補

給

地域手当

正

料
(千円)

与

後

2,630

与

初任給調整手
当

補

49,210

正

職員手当
(千円)

特殊勤務手当

670

費

^

月1」

2,180

51,780

特地勤務手当

比

明

△ 2,570

費

990

へき地手当

29,840

細

較

定時制通信教
育手当

30,640

200

450

区

(千円)

△ 320

産業教育手当

△ 800

79,050

分

200

時問外勤務手
当

済費
(千円)

補

82,420

正

夜間勤務手当

△ 3,370

後

14,930

期末手当

補

3,860

正

き十

(千円)

15,140

勤勉手当

ーユ^

月1」

△ 210

寒冷地手当

比

93,980

11,820

3,860

備

宿日直手当

97,560

較

フ,640

通勤手当

△ 3,580

区

12,310

管理職手当

880

フ,670

分

農林漁業普及
指導手当

考

補

△ 490

1,240

正

災害派遣手当

970

後

△ 30

退職手当

補

1,560

正

△ 90

義務教育等教
員特別手当

^

(単位:千円)

月1」

単身赴任手当

比

△ 320

管理職員特別
勤務手当

較

900

書

合共十員



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

職員手当

増

料

減

(千

額

円)

△ 2,570

△ 800

1職員の変動等に係る増減分

増減事由別内訳(千円)

1制度改正に伴う増減分

2職員の変動等に係る増減分

△ 2,570

400

職員の変動等による減

△

扶養手

勤勉手
その他

1,200 職員の変動等による減

の 1曽

の 1曽
手当の増

明

70

320

10

備 考

/

説

当
当
の

分



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員1人当たり給与

区

イ丁 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

級別職員数

区

平 均年齢(歳)

平成29年11月1日

イ丁

級

政

平成29年Ⅱ月1日

1.級

職

2級

職員数(人)

328,923

3級

421,696

4級

平成29年1月1日

(級別の標準的な職務内容)

区

5級

40.2

構成比(%)

行政職

1

5

329,169

級

フ.フ

5

385,439

級

179,200

2

.

イ

平成29年1月1日

2

1

38.5

13

39.フ

初任給

級

区分

主任主事
.

主任技師

2級

38.5

級

職員数(人)

局校竿

3級

15.3

147,100

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

係

本

構成比(%)

長

行政職(円)

4

県

4

級

149,300

フ.フ

5

182,100

2

フ.フ

5

30.8

13

課長補佐

級

38.4

国

15.4

100.0

刀

十
二
一
口

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

分

十二百

主
技

分

事
師



こ工 昇給

職

区

昇給

1テ

に 係

政

る 職

号

職

数(A)

給

数(B)

数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

3 号給(人)

比

訳

補正

13

4 号給(人)

オ期末手当・勤勉手当

区

13

5 号給(人)

^

月1」

刀

6 号給(人)

13

補正後

7 号給(人)

13

率(B)/(A)

補正前

8 号給(人)

支給期別支給率

6月(月分)

玲

(1
2

国の制度

0 5 )
02 5

備考

(1
2

(%)

0 5 )
0 2 5

13

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

(1
2

0 5 )
0 7 5

12月綱分)

100.0

(1
2

20 )
2 7 5

(1
2

100.0

1 5 )
1 7 5

(1
2

支給率計網分)

2 5 )
3 2 5

(2
4

2 5 )
30

(2
4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

20 )
20

(2
4

3 0 )
40

有

有

備

有

考

刀

員

員



区

力

扶養手当

その他の手当

分

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

異なる

同じ

異なる

扶養親族たる子

差

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

異

8,400円(国 8,000円)

の 内

限度額

限度額

53,000円(国31,600円)

25,500円(国31,600円)

容



ハじ、

ノ"、

(歳入)

括

1使

3繰

款

4繰

用

5諸

入

山形県港湾整備事業特別会計歳入歳出補正予算(第2号)事項別明細書

6県

越

料

歳

補

収

金

正

入

金

^

目U

入

の

債

額

202,179

241,152

.

補

11,221

39,298

正

950,000

1,443,850

額

△ 1,160

妻十

(単位:千円)

△ 1,160

202,179

239,992

11,221

39,298

950,000

1,442,690計合



(歳出)

1処

款

2整

3公

理

歳

補正

備

^

費

債

出

月1」 の額

費

補

費

139,017

正

・十

950,000

額

354,833

△ 1,160

1,443,850

・十

137,857

△ 1,160

補

国庫支出金

特

950,000

正

354,833

.

額

1,442,690

県

の

財

財

債 そ

源

源

の

(単位:千円)

内

他

△ 1,160

般財、源

△ 1,160

訳

定

合



2 歳

第 3款

入

繰

目

般会計繰入金

入

補正

・十

3 歳

^

目1」

金

第 1款

の

第 1項

額

出

241,152

補

0女

目

241,152

正

般

1施設管理費

理

補正前の額

額

△ 1,160

き十 繰

△ 1,160

費

・十

入

補

第 1項

34,490

金

239,992

正

゛女

額

239,992

・十

△ 1,160

区

般

・十

理

節

・十

フコ

33,330

繰

139,017

国庫支出金

補

特

費

入

正

金

金

額

△ 1,160

の

県

額

財

財

△ 1,160

債

源

源

137,857

内

そ の

説

他

△ 1,160

(単位:千円)

般財源

明

区

2 ネ△

節

3 職員手当等

△ 1,160

料

金

(単位:千円)

額

△ 920

4

説

△ 220

一般職給

済 費

明

扶養手当
住居手当
期末手当
勤勉手当
通勤手当
児童手当

△ 20

430

△ 320

△ 160

△ 10

300

△ 460

会

分

会

訳

共

定



(1)総

300

般 職

括

区

補

分

正

職

補

後

正

数
(人)

比

^

月1」

報

給

区

5

較

職員手当の内訳

酬
(千円)

扶養手当

5

住居手当

給

補

給

正

地域手当

料
(千円)

与

後

与

初任給調整手
当

810

補

17,590

職員手当
(千円)

正

費

特殊勤務手当

330

^

月1」

18,510

380

比

特地勤務手当

明

△ 920

費

650

へき地手当

9,940

細

較

定時制通信教
育手当

9,700

430

区

(千円)

△ 320

産業教育手当

27,530

240

/J

時間外勤務手
当

済費
(千円)

補

28,210

正

夜問勤務手当

△' 680

後

期末手当

5,260

補

1,120

正

・十

(千円)

勤勉手当

5,280

^

月1」 比

寒冷地手当

△ 20

32,790

1,120

備

4,Ⅱ0

宿日直手当

33,490

較

2,710

通勤手当

区

△ 700

4,270

管理職手当

50

2,720

考

農林漁業普及
指導手当

補

△ 160

正

災害派遣手当

50

510

後

△ 10

退職手当

補 正

義務教育等教
員特別手当

210

^

(単位:千円)

月1」

単身赴任手当

比

管理職員特別
勤務手当

300

較

300

書

合共十二百

分

員

分



( 2 )

区

給料及び職員手当の増減額の明細

給

分

職員手当

士艶

料

減

(千

額

円)

△ 920

240

1職員の変動等に係る増減分

増減事由別内訳(千円)

1 制度改正に伴う増減分

2職員の変動等に係る増減分

△ 920

190

職員の変.動等による減

扶養手当の増

勤勉手当の増

50 職員の変動等による増

明

30

160

備 考説



(3)給料及び職員手当の状況
ア職員1人当たり給与

区

1丁 政 職

平均給料月額(円)

ウ

平均給与月額(円)

級別職員数

区

平 均

ノ＼

年齢(歳)

平成29年Ⅱ月1日

イ丁

級

政

平成29年11月1日

1級

職

2級

職員数(人)

291,580

3級

342,453

平成29年1月1日

4級

(級別の標準的な職務内容)

区

5級

35.3

構成比(%)

行政職

1

302,940

20.0

級

2

333,208

20.0

級

イ

.

平成29年1月1日

1級

20.0

2

36.3

5

初任給

区分

主任主事
.

主任技師

2級

40.0

職員数(人)

級

3級

局校竿

大学卒

100.0

4級

3

5級

級

本

係

構成比(%)

行政職(円)

長

4

県

級

149,300

20.0

2

182,100

20.0

5

20.0

5

課長補佐

級

40.0

国

100.0

147,100

179,200

ノ
刀

刀

十
=
一
口

名
す
査

務
冠
主

業
を
る

十三口

主
技
事
師



;エ 昇給

職

区

イ丁

係

政

る 職

号

職

数(A)

給

数(B)

数

(人)

1 号給(人)

補正後

別

(人)

2 号給(人)

内

比

3 号給(人)

補正

4 号給(人)

5

区

オ期末手当・勤勉手当

5 号給(人)

5

^

月1」

ノ＼

6 号給(人)

補正後

5

'

7 号給(人)

率(B)/(A)

5

補正前

8 号給(人)

支給期別支給率

6月網分)

5

(1
2

国の制度

05 )
02 5

備考

(1
2

(%)

0 5 )
0 2 5

()内は再任用職員の標準的な支給率を示している。

5

(1
2

0 5 )
0 7 5

1 2月網分)

100.0

(1
2

20 )
2 7 5

(1
2

1 5 )
1 7 5

100.0

(1
2

支給率計明分)

2 5 )
3 2 5

(2
4

2 5 )
30

(2
4

職制上の段階、職務の

級等による加算措置

2 0 )
20

(2
4

30 )
40

有

有

備

有

考

P

昇給

分

員

員

こ

訳



区

力

扶養手当

その他の手当

住居手当

国の制度との異同

通勤手当

異なる

同じ

異なる

扶養親族たる子

差

交通用具使用者

自動車等使用者

二輪車等使用者

異

8,400円(国 8,000円)

の 内

限度額

限度額

胎,000円(国31,600円)

25,500円(国 31,600円)

容分
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